
転入者と地域住民との交流を促進するための連絡調整に関する新たな制度について 

～「京都市地域コミュニティ活性化推進条例」の改正～ 

 

１ 条例改正の趣旨 

 

本市では，「京都市地域コミュニティ活性化推進条例」（以下「条例」という。）に基づ

き，マンション新築時に転入される多くの住民の方が，地域コミュニティに円滑に参加

できるように，あらかじめ地域と事業者が転入者の自治会加入等に関して協議すること

を支援する仕組みとして，事業者側の窓口となる「連絡調整担当者」を届出，開示する

制度を運用しています。 

  この度，自治会加入促進を更に効果的に行えるよう，多くの転入者が見込まれる戸建

住宅の宅地開発も制度の対象とするとともに，地域と事業者がより早期に協議する仕組

みとするため，条例を改正し，制度を見直しました。 

 

２ 新しい制度の概要 

 

① 特定共同住宅（３階建以上かつ１５戸以上の共同住宅）の新築及び１，０００平方

メートル以上の戸建住宅の宅地開発（※１）について，事業者は，特定共同住宅の場

合は建築確認申請前に，戸建住宅の宅地開発の場合は開発許可申請前に，地域自治を

担う住民組織と連絡調整（※２）し，その状況を市長に報告することとする。 

事業者は，地域との連絡調整に先立ち，連絡調整を行う相手の確認等のため，

文化市民局地域自治推進室と協議を行う。 

※１ 都市計画法第４条第１２項に規定する開発行為のうち同法第２９条第１項の規

定による許可を要するものをいい，一団の土地を分割して一戸建ての住宅の建築の

用に供する目的で行うものに限る 

※２ 転入者と地域住民との交流を促進するために必要な事項（転入者に対する地

域活動情報の提供や自治会・町内会加入の案内など）についての連絡及び調整 

 

② それ以外の共同住宅（長屋及び寄宿舎含む）の新築並びに戸建住宅の宅地開発につ

いては，地域自治を担う住民組織の申出により，市長が必要と認める場合には，事業

者は，地域自治を担う住民組織と連絡調整し，その状況を市長に報告することとする。 

 

３ 制度の開始について 

特定共同住宅新築時の連絡調整や１，０００平方メートル以上の住宅地の開発行為に

おける連絡調整の規定は，平成３１年４月２１日以後に建築確認申請又は開発許可申請

をするものについて適用します。 
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